



































































































































弐人J、「用水井手掘リ出動、人力半人」が数え上げられている(~日本農書全集2旬、 p. 291、農山漁村文化協会、 1982).
9) 渡辺洋三・金沢良雄、 [1981]p.4







































































































m 渡辺・金沢[前掲論文]、 p.39 
国) [上掲論文]、 P. 15 
21) [上掲論文]、 p. 17 






























23)古島・新井[前掲論文]、 p. 414 
2') [上掲論文]、 p.418 
お}地主の農業投資からの撤退に伴い、法人としての整理組合が日本勧業銀行や府県農工銀行から機資を受けることが多く
なった(池上[前掲書]、 p. 32)。
加もっとも、昭和初期においても、不整形・小区画・掛け涜しのままのものも多かったという(中川昭一郎[1993]、p.344)。
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我が国近代における農業水利秩序の再検討
5.結語:要約とインプリケーション
l.我が国が、その卓越した集約的(=土地節約的)技術とともに、高度な濯減施設を有する稲
作農業を展開してきたことはよく知られた事実である。これを経済的に見れば、相対的に狭小な土
地賦存の下、労働多投、肥料多投による収穫逓減を技術進歩(品種改良と綴密な栽培・肥倍管理の
徹底)と土地基盤整備(濯減排水整備・乾由化)によって回避しようとした、ということになる。
その動きはすでに近世期より始まっていたが、本格化するのは、明治期に入ってからのことである。
明治期以降の、土地生産性上昇を主因とするわが国の高い農業成長率は、そうした農法上および水
利を含む土地基盤の改善・改良によるところが大きい。このうち、とくに農法上の改善(明治農法
の成立)が農業成長に寄与した点については、これまでに多くの言及がなされてきた。それだけに
また、そうした伝来技術の普及と改良が一巡した後の時期については、老農技術の成長への寄与=
ポテンシャリティー消尽説が強調されることになる。一般に、明治期後年から大正期は、成長率が
急速に鈍化したことから、農業成長に聖書りが生じた時期として位置づけられている。
この見解=明治後年・大正期停滞説は、しかしながら、明治農法ポテンシャティーの側面からの
みの議論であり、水利改善を含む耕地基盤整備についてはなんら触れられていない。既に明らかに
してきたように、明治後年以降、大正期は、慣行水利を前提にしたものではあれ、水利関係法の整
備、水利団体の設立と組織化、耕地整理事業が本格化する時期であり、この時期はむしろ、農法上
の改善・普及に加え、水平IJ・耕地面での改善が進んだ、言わば、集約型日本農業の完成期と理解す
べきである。
実際、この時期に成長率は鈍化するものの、それは西日本での稲作農業が生産性においても生産
の絶対量においても飽和状態に達したためであって、東ないし北日本では逆に生産を伸ばしている
こと、この時期はたまたま稲作生産の東西の優劣が逆転する時であり、以後、東、北日本が穀倉地
帯としてわが国の食糧生産をリードしていく変わり自であったこと、そして、卓越した日本の稲作
技術の寒冷地への適応(多収性の耐冷品種の開発)、を考慮するならば、農法上においても、この
時期は、我が国稲作の最高(終)段階たる北進を可能にした時期として積極的に評価されるべきで
ある。
2.我が国においは、慣行的水利秩序は、一般に、近世村落慣行として形成され、その多くは、
農業生産構造の変化、耕地基盤の整備、濯減技術進歩が急速に進んだ高度経済成長の過程で消滅し
たが、前代はもとより、近代以降、およそ 1世紀の長きにわたり、農村部における末端水利の共同
体的(=iむらJ)規制として広く機能してきた。入会山慣行が、購入肥料(金肥)の施用や工業
化過程における肥料産業の発達・化学肥料の場投の結果、比較的早くから消滅に至ったのとは対照
的と言えよう。水利秩序が市場原理によってでもなく、また、国の指令(規制)によってでもなく、
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「むら」の共同体的取決め=慣習として残ったのは、水の公共(益)財的性格と、わが国の水利が、
基本的には、国家的事業を要する「治水」ではなく末端(部落・村落単位)での「利水」で事足り
たことの結果であろう。
3.わが国の水利条件を自然・風土および、当時の濯減技術面より眺めれば、慣行水利はその存立
の合理的根拠を有したものであったと考えることができる。経済的観点から、第1に、濯減資本ス
トックの固有の在り方(過去からの継承)が水利に「むらJ共同体的性格を付与した点を指摘でき
る。ただし、ゼロに等しい農業用水の限界コストが水資源の効率配分を歪める結果を招いた。この
ことは、後に、他種水利の水需要が増大するに伴い、農業の水の濫用問題として顕在化することに
なる。第2に、日本農業生産の「規模の経済性Jの欠如は、「零細分散耕圃」の広範な存在の、し
たがってまた、慣行水利存続の(個別水利権を阻む)主体的、客体的条件の経済的説明要因であっ
た。もっとも、稲作農法とは対照的に、耕地整備や水利施設の構築それ自体は、規模の利益を少な
からず有したものと考えられる。稲作農業が規模を拡大してなお利益を有することがあれば、それ
は唯一、この土地改良事業においてであったろう。実際、農法面で小規模家族経営化が進む中で、
幕末期から明治初期「田区改良」時代にかけて各地に豪農(雇用労働力を用いた手作り経営地の拡
大)が輩出した背景には、末端部落内での、規模メリットを目指した富農による土地・水利施設改
良への投資が関係していたものと思われる。しかし、明治20年代以降の水利組合法、河川法の制定、
市町村制の実施に伴う行政による水利組織の再編はそうした豪農経営の存立基盤を崩すものであっ
た。期をーにして豪農の手作り経営の後退、小作への土地貸付の一般化(=寄生地主化)が進行す
るのは、決して偶然ではあるまい。農法面および、耕地整備・水利面における近代化(明治農法の確
立と耕地整備および水利組織の国家的再編)が過渡的に輩出した豪農の存立基盤を崩し、近世期か
ら始まる小農時代は、ここに愈愈、不動のものになった。先に言及した農民家族の小規模平準化も
経営内容の均質化も、こうした近代的小農の特性であったのである。
4.小規模家族農業を基礎とした伝来的農業技術および慣行的水利の承認と国家的規模での再編
は、近代期における我が国勧農政策=食糧増産政策実現のための制度変革であった。このことは、
工業化を支えた近代期の農業発展が過去からの遺産の上に立つのであった点を改めて強く示唆する
とともに、我が国農業近代化が、農業生産構造それ自体の変革ではなく、既存の構造を前提としな
がらそれを法的に承認・保護し、なお且つ、行政機構に組み入れ、集権的に系統化することを通じ
て行なわれたものであったことを示している。
農業技術(農法)上も水利面においても、小農主義の体制的再編が近代化の企図するところで
あったが、さしもの永きにわたって日本の農業構造を特徴付けてきた小農体制の基盤は、戦後の高
度経済成長期を通じて、大きく変容することになる。農村労働力の都市への大量移動に伴う土地賦
存条件(土地装備率)の改善と水利環境の急激な変化の中で(濯減技術の進歩、兼業化と村落共同
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体機能の低下、他種用水需要の増加等)、慣行的水利秩序も解消していくことになる。
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